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購買力損益の実現をめぐって
岡 部 孝 好
はしがき
一般物価水準修正会計(GeneralPriceLevelAdjustedAccounting:以
下GPLAという）の特徴のひとつは貨幣項目 (monetaryitems)の保有成
果を表わす購買力損益(purchasingpowergainsorlosses)を独立に測定
する点にあるが， その認識にあたって伝統的会計における実現基準(reali-
zationbasis)を適用するという考え方は一般には否定されている。それより
もむしろ発生基準を適用するという考え方の方が支持され，購買力損益は一
般物価水準が変化した期間の利益に含められるのが普通である。たとえば，
財務会計基準審議会(FASB)の1974年の公開草案は次のように指示して，
この立場を明確にしている。
「貨幣的な資産と負債の保有から結果する一般購買力純利得又は純損失は一般購買
力単位による純利益の決定に含められるべきである。一般購買力利得又は損失のいか
（1）
なる部分も将来期間に繰り延べられてはならない｡」
(1) FinancialAccountingStandardsBoard, "FinancialReportinginUnits
ofGeneralPurchasingPower,''PropOsedStatementofFinancialAccounting
Standard, Stamford, Conn.,Dec、 1974, para， 48.
｜
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（2）
しかしながら， このような見解は支配的ではあっても，唯一のものではな
い。この文言に真正面から対立する実現基準適用説も存在する。それによれ
ば，購買力損益の認識にあたっても伝統的な実現基準が遵守されなければな
らないから，未実現利益は排除されるか，あるいは将来の利益として繰り延
べられてしまうことになる。未実現損失ならともかくとして，未実現利得を
利益に算入するのは，伝統的会計たるとGPLAたるとを問わず，健全な会
計実務ではないというのである。
実現基準適用説の論旨はこのようにきわめて単純明解であるが， それを具
体化するとなると解決困難な幾多の問題に直面する。この場合，実現基準が
適用されるのは貨幣項目の損益であるが， その貨幣項目は多くが流動的項目
であるのみならず， それ自体一般購買力を表わしている。その上，商品が販
売されるというのと同じ意味で貨幣が「販売」されると主張するのも，やや
不自然である。それだから，仮に実現基準の適用そのものに全く問題がない
としても，購買力損益がいつ， どれだけ実現するかは必ずしも明確ではな
い。この場合の「実現」の概念はきわめて暖昧で，論者により種々様々に解
釈されているのである。
そこで，小稿では4つの有力な実現基準適用説を取り上げ，購買力損益の
実現をめく､る考え方の相違を整理してみることにしたい。これら4つの所説
はこの問題に関するすべての見解をカバーするものではないが，主要な考え
方を代表するものといいえよう。したがって，論点を明確にして将来の本格
的な検討に備える目的には十分に役立ちうると考えられる。
（2）例えば次のような公的な文献はいずれも発生墓準を支持している。
AmericanInstituteofCertifiedPublicAccountants(AICPA), @GFinancial
StatementsRestatedforGeneralPriceLevelChanges,''Statementof the
AccountingPrinciplesBoardNo. 3, June l969, para. 41: Instituteof
CharteredAccountants inEnglandandWales, Accounting Standards
SteeringCommittee, CGAccountingforChanges inthePurchasingPower
ofMoneyl''ProvisionalStatementofStandardAccountingPracticeNo.
7,Mayl974, Para、 16.
’
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I スイーニィの実現損益分離説
(335)61
スイーニィ (HenrySweeney)はGPLAに対し系統的で深い検討を加え
た最初の人として広く知られているが，彼はまた購買力損益一彼の用語を用
いれば貨幣価値損益(moneyValuegainSorlOsses)－に実現テストを適用した
最初の人でもあ墨)期首の1月1日から期末の12月31日まで100ドﾙが預金
され， その間に物価指数が100から125に上昇した例の6番目のコメントで彼
は次のように述べている。
「第6に，実際目的には利益又は損失の『実現』が重要である。預金に100ドルが
預けられているという先の例でいえば， 25ドルの損失は未実現損失である。 （現金が
（4）
12月31日に全額支出されていたらもちろん損失は実現損失となっていたであろう｡)」
叉， その主著の中でこの背後にある考え方を次のように敷術している。
● ●
「貨幣価値変動による実現損益の安定化についていえば，手離した資産が入ってき
た時に，それが出ていった時にもっていたよりも大きな安定価値相当額をもっていた
なら， ．…･･実現損失をこうむっている。というのは，その時にそれが当初に獲得され
た時にもっていたよりも小さい一般購買力で処分されたからである。他方，負債につ
いていえば，……負債の減少総額が負債を負った日の負債の減少総額を超える時に実
現利潤が生じている。というのは，その時負債は，それが当初に生じた時にもってい
（5）
たより小さい一般購買力で清算されるからである｡」
このようなスイーニィの文言からすれば，彼の場合， 現金が支出された
時，債権が回収された時，あるいは負債が弁済された時に未実現損益が実現
損益に転化することは明らかである。貨幣の支払又は受領によって一般購買
力が実際に行使されてはじめて購買力損益は実現されると考え， それまでは
たとえ現金に生じたものといえども実現の段階には達しえていないとするの
」
l
l
l
(3) GfJohnW・ Coughlanl66ApplicabilityoftheRealizationPrincipleto
MoneyClaimsinCommonDollarAccounting,"T"eAccoz"z"7@gRg""",
Vol・ XXX(Januaryl955), pp｡ 104-105.
(4) HenrySweeney, "TheTechniqueof StabilizedAccoUnting,'' T"g
Acco""""gRe""",Vol.X(Junel935),p.186. カッコ内も原著者。
(5) HenrySweeney, Sｵα〃"zejAccoz"zが泥g (Harper&Brothers, New
York,1936),p、 75．傍点も原著者。
｜
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である。このことは，流動項目・固定項目の区別にかかわりなく画一的に交
換テストを課すことを意味しており， したがって伝統的会計における販売基
準がそのままの形でGPLAに持ち込まれているとみることができよう。
ところで， このような実現テストによれば，実現購買力損益を実際に測定
する上において「貨幣の流れの仮定」(aSsumptionsofmoneyflows)と
もいうべきものが重要になってくる。処分された貨幣項目の損益が実現損益
で，企業内に滞留する貨幣項目の損益が未実現損益であるとするかぎり， ど
の項目が処分され， どの項目が残留するかを決定しなければ利益の測定は不
可能である。棚卸資産会計で「物の流れの仮定」が必要とされるのと全く同
じ理由で，貨幣項目の流れに関する仮定が必要とされるのである。スイーニ
ィはこの問題の重要性を十分に認識して， この仮定についても深く検討をす
すめている。たとえば，ある設例の中で次のように述べている。
「1934年の12月31日に2,000ドルの現金が手許に残っている。この現金は1934年中
に受け取った3,000ドルの中の，最も新しい2,000ドルであったはずである。という
（6）
のは，おそらくは最初に入ってきた現金が最初に出て行くであろうから｡」
「しかしながら，上で採用された方法，すなわち，いわゆる『先入先出法』は通常
は現金に影響する取引だけに適用されるであろう。なぜなら，大多数の受取勘定と支
払勘定の場合には個々の減少分はある特定の増加分を引き下げるのに使われ，この結
果，残高総額は最も新しく加えられたものからというよりも，個々の小口の残高から
（7）
構成されることになるであろうからである｡」
実現購買力損益を測定しようとすれば， このように，個別法，先入先出
法，平均法，後入先出法等の諸方法の中からどれかを選択しなければならな
いことになるが，どれが最も合理的であるかの決定は棚卸資産の場合以上に
困難である。この場合には， どの方法によるべきかを指示してくれる「背後
の利益概念」というようなものも存在しないし， また「実際の貨幣の流れ」
にヨリ近似する方法が果して合理的であるのかどうかも定かでないからであ
る。それ以前に，貨幣の流れの仮定が異なれば購買力損益の大きさが異なっ
(6)"".,P.32.
(7) HenrySweeney,"TheTechnique......,''".c".,p. 191.傍点も原著者。
｜
’
｜
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てくるという事実それ自体が，人びとの日常的感覚に合わないという事情が
ある。 それゆえ， これらの点も含めて考えると， たとえ実現の内容が「交
換」と厳密に定められたとしても，報告される「実現損益」は必ずしも明確
なものではなく， スイーニィのいうように，現金には先入先出法を，債権・
債務には個別法を適用するのが果してよいかどうかには，なお深い検討が必
要とされるように思える。
しかし，幸いにして， スイーニィの場合には，この貨幣の流れの仮定の選
択問題はそれほど重大なかかわりをもたない。彼の場合には，購買力損益は
こうしていったんは実現部分と未実現部分とに分離されるが， それらはいず
れも最終的には純利益に算入される．貨幣の流れの仮定の選択は純利益の区
分表示額に影響を与えても，純利益の金額に影響を与えることはありえな
いのである。実現基準は，未実現損益を排除するためにではなく，単に発生
購買力損益を実現部分と未実現部分とに区分表示するために導入されている
（8）
にすぎない。彼は次のようにいう。
｜
「利益を実現と未実現とに分類することによって惹き起こされる不自然さを克服す
る実際的方法は簡単なものである。……第1に，それは……実現利益区分を利用する
ことからなる。第2に，それが含む有益な情報のゆえに，未実現利益区分が付加され
る。最後に損益計算書の一番末尾で実現利益と未実現利益の合計が示される。この合
（9）
計が『当期最終純利益」と呼ばれる｡」｜
’
（8） この購買力損益の取扱いが， スイーニィの場合には，保有損益の取扱いと首尾
一貫している点は注意を要する。スイーニィは一般物価水準の変動に対する修正
を主張する一方で，取替原価（彼の用語でいえば再生産費）の変動を勘定に認識
する立場をとっているが，これに伴って表面化する増価益(appreciatiOn)は，
スイーニィによれば，実現部分と未実現部分とに分離されなければならない。
そして，営業による純利益（当期操業利益）と前者の実現増価益とによってまず
伝統的実現利益を示し，つづいて後者の未実現増価益の純増減をそれに加減する
ことによって最終利益を表示するという2段階方式を採用している。この最終利
益というのは当期中に発生したすべての保有損益を含むものであるから，発生保
有損益が実現基準によって分割される形になっている。 See〃〃., pp. 118-
119,HenrySweeneyl$｡Income,"T""Acco"泥""gRe""",Vol.VIII (Dec.
1933),pp、 333-335.
’
l
Ｉ
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ｌ
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一般にも支持されているような，発生の後に実現が続くという順序関係を
前提にすると,購買力損益は, (a)前期以前に発生して当期中に実現したもの，
(b)前期以前に発生し次期以降に実現するもの, (c)当期中に発生し当期中に実
現したもの, (d)当期中に発生し次期以降に実現するもの，の4つに分類され
うる。これらの中で，実現利益区分で示されるべきものは(a)と(c)であり，； ま
た「当期最終純利益」に含められるべきものは当期発生総額，つまり(c)と(d)
である。したがって， それら2つの利益に挾まれた未実現利益区分において
表示されるべき金額はそれらを調整する((d)-(a))でなければならない。そ
（10）
こでスイーニィの場合には，第1表に例示されているように,損益計算書に
おいてまず実現利益の((a)+(c)) (例示では純損失の561ドル）が表示され，こ
れに((d)-(a)),すなわち未実現利益の期中純増減額（例示では純損失の22
ドル）が加減されて， その後に留保利益を増減させる｢当期最終純利益」に達
（11）
することになる。この「当期最終純利益」というのはいうまでもなく購買
力損益を発生基準によって認識した場合の利益であるから，かくして， スイ
(9) HenrySweeney, S"6"jzedACco""""g, p、 21.
(10) 1"".,p. 36・ただし，筆者により部分的に補正されている。
(11） 留保利益に影響するのはこの､｢当期最終純利益」であるが， スイーニィは貸借
対照表の剰余金の中にも実現基準を持ち込み，実現剰余金と未実現剰余金を分離
し，それぞれの期中増減額が明示できるような方法を考案している。それによる
と，資本の部の記載はおよそ次のようになる(16".,p. 39.ただし，筆者によ
り部分的に補正されている)。
資本金 2,000ドル
剰余金
最終実現剰余金
前期繰越実現剰余金 200ドル
当期実現純利益 1,772
当期支払配当金 1,750 222ドル
最終未実現欠損金
前期繰越未実現欠損金△ 200ドル
当期未実現純損失 △ 22 △222 0
(純資産合計） 2,000ドル
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第1表安定価値損益計算書
(339)65
実現区分
粗 収 益
減価償却費
（事業活動による純利益）
貨幣価値変動による純損失((a)+(c))
（当期実現純利益）
未実現区分
貨幣価値変動による純損失((d)-(a))
当期最終純利益
3,333ドル
1,000
2,333ドル
561
1,772ドル
22
1,750ドル
一ニィ説の最大の特徴は， 「それが含む有益な情報のゆえに」実現基準によ
って発生利益を区分表示している点に求めることができよう。実現基準の役
割は限定されていて，利益概念に影響を与えるものではありえない。
Ⅱペイトンの未実現損益排除説
叙上のスイーニィとほぼ同時代にGPLAの理論を展開した人としてペイト
ン(WilliamAndrewPaton)が知られているが，彼もまた購買力損益には
実現したものと未実現のものがあると主張した人のひとりである。ある著書
の中でペイトンは次のように述べている。
「(伝統的会計における実現・未実現の区別に関する）これらの考え方はドルの価
値の変化から結果した利得と損失にも容易に適用することができる。たとえば，ある
金額の現金の取得以降におけるドルの購買力の増加から結果した利得は，その現金が
引き続いて保有されているかぎり未実現で，当該資金が支出される時に実現される
－つまり究極の終結に至る。同様にして，物価水準の下落又は上昇の結果として受
取勘定又はその他の貨幣請求権に付着する購買力の利得又は損失もそれら資源が当初
の形態にとどまっているかぎり未実現であり，回収又はその他の処置により実現され
（12）
る｡」
I
(12)William"AndreWPaton,A伽α"CedAcco""""g(NeWYork:Macmillan,
1941),p. 739.
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このペイトンの説明からすれば，彼の実現概念は先のスイーニィのそれと
寸分異ならないかにみえる。特に「当該資金が支出される時に」あるいは
「回収又はその他の処置により」という文言からしてそうである。しかしな
がら，実際にはそうではない。その具体的適用にあたってペイトンは， この
現金の支出や受領に基礎をおいた実現概念に対して2つの意味で修正を加え
ているのである。まず第1に， ペイトンは貨幣項目（彼の用語を用いれば貨幣
科目(monetaryaccounts))には流動的項目と長期的項目の別があることを指
摘するとともに，前者にはかかる厳格な実現テストを適用する必要はないと
する。流動資産の裏付けだけで収益が認識される伝統的な会計実務を引き合
いに出して，流動的貨幣項目の場合には交換による確証を待つまでもなく，
発生した時に既に購買力損益は実現されていると主張するのである。彼はい
うc
「もそ‘ひとつの主要な見解は，取引又は状態の結果が現金とその関連資産に，ある
いは流動負債に具体化するに至った時に実現が達成されると考えるものである。これ
ら2つの可能性の中で，この第2のアプローチが総じてヨリ有益で，会計人が一般に
とっている立場にヨリ調和しているように思える。流動負債の認識は実質的に支出と
同じ効力をもつと長らく考えられてきたし， また流動的な受取勘定はずっと収益の
記帳のための適切な基礎を提供するとみなされてきた。それが手持現金一購買力そ
のもの－になっている時に，実際の支払があるまで価値の増減は実現されないとい
（13）
う主張に正当な理由を見い出すのは困難である｡」
かくして，流動的貨幣項目の場合，実現基準を適用した結果は発生基準を適
用した結果と同じになり，発生購買力損益はまた実現購買力損益でもあるこ
とになる。流動的項目の購買力損益に未実現損益というものは事実上なくな
ってしまう。
ペイトンの実現概念の第2の修正は長期的貨幣項目に関する。これらの長
期的項目の購買力損益は，既述のように，支出，回収，弁済等の取引がなさ
れるまで実現したとは考えられないが， ペイトンによれば，かかる取引があ
(13)WilliamAndrewPatonandWilliamAndrewPaton, Jr., C0秒0池加〃
Acco""/s"""S#α彰wzefzfs(NewYork:Macmillan, 1955), p. 550.
｜
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（14）
ってもなお， 「有効な実現は生じなかったと主張することが不合理でない」
ケースが存在する。固定負債の借換がおこなわれて，長年にわたって累積し
た巨額の購買力利得が一挙に実現されるような場合がそれにあたる。
「しかしながら，弁済された負債が同一ドル額の他の社債ないしそれに関連する債
務に取って代えられる場合，債務者側による真の利益の実現はないということを，あ
るアナリストが提唱したことがあり，この提案にメリットがないでない。いい換える
と，未返済の長期負債のドル合計額が減らないかぎり，債権者・投資家の犠牲による
（15）
借手会社の利得は潜在的ものの域を出ないと主張できる｡」
したがって， ペイトンの場合には，流動的項目に生じた購買力損益は貨幣
の収支等を待つまでもなく既に実現されているとされるのに，ある種の固定
項目の購買力損益は，逆に弁済されてもなお未実現と解されることになる。
長期債務の償還により負債が「永久的に」減少する場合においてのみ，償還
’
’
ト
1
1 第2表統一ドル損益計算書
売 上 600,000ドル
費用，税金及び利息
売上原価 457,200ドル
諸用役の費用 100,000
減価償却費 11,700
税 金 20,000
利 息 1,000 589,900
（流動的貨幣要素の
損失控除前利益） 10,100ドル
流動的貨幣要素の損失(※） 11,300
（株主持分に帰属する損失） △ 1,200ドル
配 当 14,000
(過大配当額） △15,200ドル
(※）長期負債ポジションに生じた4,000ドルにのぼる当期の未実現利得はこの金
額の計算にあたって考慮に入れられていない。
’
－
(14)WilliamAndrewPatonandRobertL・ Dixon,Esse〃"αJsqfAcco"""泥g
(NewYork:Macmillan, 1958), p、 786.
(15)WilliamAndrewPatonandWilliamAndrewPaton,Jr.,"． C".,p. 552.
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時に利得が実現されてくるのである。
このようにしてペイトンの実現基準はその内容を大幅に変えられ， それが
もつ意味もやや不明確化してくるが， それにもかかわらず彼のGPLAにと
つてそれは決定的に重要である。実現・未実現の区別は， スイーニィの場合
には単に区分にかかわるにすぎなかったのに対して， ペイトンの場合には最
終的な期間利益に影響を及ぼす。
（16）
ペイトンの例示するところによれば，未実現利益は脚注表示にとどめら
れ,GPLAの純利益の計算には算入されない。第2表に例示されているよう
に，株主利益の測定にあたっては実現購買力損益だけが営業活動による利益
(例示では「流動的貨幣要素の損失控除前利益｣)に加減される。後者の営業活動に
よる利益は当然に実現基準によって測定されているから， そして株主持分に
（17）
影響するのはこれらの実現利益だけであるから，かくしてペイトンのGPLA
損益計算書の最終の金額は，一切の未実現利益を含まない実現利益と特徴づ
けうることになる。先のスイーニィの見地から表現すれば，流動項目につい
ては「実現」が拡張され，固定項目については「実現」が縮少されるという
質的差異はあるものの，形式的にはペイトンの損益計算書はスイーニィのそ
れの「実現区分」をもって終っているのである。この点にペイトンの所説の
大きな特徴が認められる。
Ⅲジョーンズの資本修正説
上のようなペイトンの所説にきわめて類似した見解はまたジョーンズ
(RalphCoughenourJones)によっても展開されたことがある。ジョーン
(16）〃〃.,p.564.
(17） ペイトンの場合，貸借対照表の株主持分の修正は，資本金を除いておこなわれ
ない。留保利益についてもいわゆる前転法(rollforwardmethod)は採用され
ずに，名目額で据置かれる。その代りに株主持分換算調整勘定(stockholders'
equityconversionadjustmentaccount)が開設され，その中で一切の修正が一
括しておこなわれる。それだから，実現購買力損益の純利益算入に伴う貸借対照
表側の調整もこの勘定でおこなわれることになる(See,1脚‘.,pp、 556-557)。
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（18）
ズはまず貨幣項目を営業に直接かかわるものに限定するとともに，流動的な
ものとそうでないものとに区分する。そしてこの区分にもとづいて， それ
ぞれに生じた購買力損益を別個の方法で処理すべきだと主張している。
そこでまず，流動的貨幣項目の購買力損益についていれば， それが交換に
よって確証されたかどうかを問わず，一般物価水準が変動した期にそれを認
識するのが妥当であるという。この損益にも実現・未実現の別がありえ， ま
た何をもって実現とするかについても種々の解釈がありうる点を指摘する
が，この場合には，実現問題に拘泥する意義は少ないとして，問題そのもの
を避けて通るのである。
「いかなる立場が正しいにもせよ，実現の問題は，それが長期債務にそうであるよ
りも，流動的貨幣資産における方がヨリ重要でないというのが事実であるように思え
る。……したがって，未実現部分から実現部分を分離しようとはせずに，一般物価水
（19）
準の変動が生じた時にそれらを全部認識するのが適切に思える｡」
しかしながら， このように発生時に全部認識するという立場をとっていな
がら， それを損益計算書においていかに表示するかという点になると，彼の
見解は必ずしも明確ではない。純利益に算入するのか，純利益の後に表示す
（20）
るのか， それとも株主持分の調整項目にするのかという重要な問題の解答
は， どこにも用意されてないのである。彼は次のように説明して，別個の取
扱いを求めるにとどまっている。
「国内通貨で借超や貸超の状態(alongorshortposition)を採る際に含まれる
危険は多かれ少なかれ意識的に引き受けられるのであるから，結果として生ずる損益
(18） ジョーンズは，減債基金と社債のように，相互に深い関係があって営業には直
接のかかわりをもたない項目は，購買力損益の測定に先だって相殺消去すべきだ
としている。そしてまた，流動的貨幣項目の購買力損益の計算にあたっても，貨
幣資産と貨幣負債とを結びつけ，それらの差額たる正味流動的貨幣ポジション
(net currentmonetaryposition)を基礎にすべきだと述べている。 Ralph
CoughenourJones,Eが惣c#sqfP"ceLe"eJC加犯geso"Bz@s"essI"cowze,
の餌彪ﾉ， α"dZセガes. (Salasota,Fla. :AmericanAccountingAssociatiOn,
1956), pp. 19-21.
(19) I6".,pp.20-21.
’
」
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（21）
を正規の損益勘定に含めるよりも別個の要素として取り扱うのが好ましいと思える｡」
「伝統的な損益計算書に比肩する項目は見出せないのだから，そして流動的な（営
業上の）貨幣資本を他の貨幣科目から区別することは困難で不確かであるから，経営
者は一般にすべての貨幣科目の購買力変動を別個のカテゴリーとして取り扱う方を選
（22）
ぷであろう｡」
それでは， もうひとつの，非流動的な貨幣項目の場合はどうであろうか。
ジョーンズはこの問題に関しては2つの方法を検討している。まず第1は，
実現・未実現を厳格に区分して，実現購買力損益だけを利益計算に含めると
いうペイトンの方法≦(最終実現法)であり，第2は，実現。未実現にかかわり
なく，すべての購買力損益を資本修正とする方法（資本修正法）である。
これら2方法の中からの選択にあたって， ジョーンズは購買力損益の生成
から最終的な帰属に至るまで立ち入って分析するが， この長期的債務と優先
株に生ずる購買力損益の場合には， その発生はいうに及ばず実現にさえも疑
うべき理由があるとしている｡
「無限の存続期間をもつ企業の場合， とりわけ永久的な債務を負っている企業の場
合，実際，購買力利得のリアリティについても実現についても問題はむつかしい。 ド
ルの価値の下落により最終的には社債保有者が失ったものは当然何人かの利得になる
ことはたしかであるが，それが誰の利益で,正確にいっていつそれが受け取られたり
（23）
実現されたりするのか明らかでないo」
このように， ジョーンズが不信を抱かざるをえない理由にはいくつかのも
、
(20） ちなみに，発生基準によるAICPAのARS第6号では次のように述べられてい
る。 「それは伝統的な（未修正の）財務諸表には対応するもののない新しい会計
のカテゴリーであるから， それは所有主持分の中に『埋没」されるべきではな
く，むしろ純利益計算の最後の要素としてかそれとも純利益計算の直後につづく
ものとして表示されるべきできある,とわれわれは考える｡」Americanlnstitute
ofCertifiedPublicACcoUntants(AICPA),AccountingResearchDivision,
R"oγが"gオ加岡?､‘z"c＃αJ憂触cfsqfP""-Le"〃C伽"99s, Acco""""g
Rese"9cん劇〃dyNb.6. (NewYork:AICPA, 1963),p.13.
(21) RalphCoughenourJones, OP. c".,pp、 21-22.
(22) 16〃.,p、 23.
(23）〃〃.,p. 26.
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のがある。実質が借継ぎでしかない時にはたとえ「完結した取引」によって
いても真の意味で実現されていないこと，いったんは利得が実現されたよう
であっても後のデフレで一掃されてしまう可能性が残ること，料金の改訂が
インフレに遅行しがちな公業事業会社の場合には利得は事実上消費者に移転
（24）
されてしまうこと，等がその例である。それゆえ， これらの点からすると，
彼が詳述している実現。未実現区分の手続は結局は彼の結論に無関連になっ
てしまう。実現してもなお疑わしいとすれば，実現購買力損益を未実現のそ
れから分離しても無意味であるからである。事実，彼はこの点を認めて，非
流動項目の購買力損益をそのまま全部資本修正とする方法を選択する。
「しかしながら，会社は常にその資本構成のかなりの部分を金額の固定された証券
の形にしている｡支配的な経済的事実が実際には毎期の利払と優先株配当の支払分の
購買力でしかない時に，特定の発行口の証券に及ぼすドル価値の変化の影響に不当に
捉われているのが償却法と最終実現法の双方の弱点である。この理由から，金額の固
定された負債の購買力の変化を資本修正として取り扱い，それを発行会社の利益とか
（25）
普通株主の利益とはみなさないのが望ましいと思える｡」
この結論は明らかに’ スイーニィはもとよりとしてぺイトンのそれとも著
しく異なっている。長期貨幣項目の購買力損益を資本修正とするとすれば，
それは発生した期の純利益のみならず実現した期の純利益からも排除され，
企業の全存続期間中ついに一度も損益計算書に表示されずに終ることになる
であろう。資本修正とされた金額は，ペイトンの場合のように単に期間利益
’
’
1
’
I
(24）肋〃.,p. 35.
(25) 16".,p. 42. なお， ここで償却法とは後述する期間配分説を意味する。
(26）長期債務に生じた購買力損益だけが資本修正として処理されるというわれわれ
の解釈は必ずしも断定的なものではない。というのは補足情報にするという説明
("".,pp. 34-35.),流動・固定の区分にかかわりなく，すべてを資本修正に
するという説明("FinancialStatementsandtheUncertainDollar,''ノリ"γ"αJ
qfAccoz"z"fzGy,Vol. LX(1935), p.183.)すすべての購買力損益を株主持
分増減分析表(theanalysisofchangesinthestockholders'equity)の中で示
すという説明(P"ceLezJeIC加"ges""dFノガα"ci"JSfa彪沈g"た－aseSｵ"‘"一
esqfF棚γCり加Pzz"ies- (Sarasota,Fla.:AmericanAccountingAssociation,
1955)pp.79-82.)等も散見されるからである。彼の見解は必ずしも明確ではない。
」
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から一時的に除去されるにとどまらず，いかなる期間の利益からも除外され
（26）
る結果になってくる。しかも，排除されるべき購買力損益の金額はそれが永
久的貨幣項目から生じたかどうかという，いわば怒意的な基準によって決定
（27）
されるのであり， また排除する理由も単に不確実だというにすぎない。した
がって， これらの点だけからしても， ジョーンズの見解にはなお検討すべき
問題も少なくないといえよう。
Ⅳディプリーの期間配分説
購買力損益の実現問題に関しては，以上の3説のほかに， もうひとつの有
力な見解が存在する。それによれば，購買力損益は， それをもたらした負債
によって調達された資産が消費叉は販売される時まで実現されない。APB
ステートメント第3号はこの考え方を次のように説明している。
「この見解によると，負債は非貨幣資産の金融のための資金の一源泉を表わすもの
であるので，一般物価水準の上昇期における正味貨幣負債の利得の一部はこれら非貨
幣資産の原価の控除として将来期間に繰り延べられるべきである。 インフレ中に正味
貨幣負債を保有することによる利得は，借り入れた資金によって獲得された資産が営
業活動において販売又は消費されるまで実現されない， というのがこの見解の支持者
（28）
の信ずるところである｡」
ARS第6号もまた，手続きは異なってもこれと同様の効果を狙いにする
考え方を次のように紹介している。
(27）資本修正とする方法が積極的理由に裏付けられていないのがジョーンズ説の特
徴のひとつあり， この点でヘンドリクセン，ヂンサー等の,企業体論による資本
修正説とはなはだしく異なっている。ちなみに，後者の見解によれば，長期負債
の購買力損益は株主持分に生じたものと同等に扱われねばならない。See,Eldon
S. Hendricksen, P"ce-LezﾉeJA〃脚s伽g"ｵsqf""α"c"IS"""@e"fs－A泥
E"α〃α加泥α"dC"seS如勿qfZ,"oPzIMc"""妙""7@s (Washington
StateUniversity:Pullman,Wash.,Junel961).R､S.Gynther,Acco""""9
， ．fb"P"ce-Letﾉ〃C"""ges: Z､"eoZy""P"ced"es (PergamonPress,
London, 1966).
(28) AmericanlnstituteofCertifiedPublicAccountants (AICPA), 01. c".，
para、 42.
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「長期的債務の購買力利得は時として減価償却の修正分を相殺するものとして償却
資産に関係づけられている。一つの提案は，非貨幣資産（及びそれに関連する減価償
却費）の修正を，それらが借入資本によって金融されている範囲まで，省略するとい
うことであった。たとえば，建物が全額社債発行の手取金により取得されたのなら，
（29）
それはその取得原価で，未修正のまま放置されよう｡」’
このような見解は， 非貨幣資産とその取得のための資金源泉とを結びつ
け，後者に生じた購買力利得を前者の取得原価の控除項目とみる点に特徴を
もっている。また別の角度からいえば， それは購買力利得を一時に認識せ
ず，関連期間に配分する考え方としても特徴づけられえよう。それは，従来
からあった購買力利得の拡散説を実現基準を援用して根拠づけたものとも解
（30）
しうるからである。
この購買力利得期間配分説の考え方はディプリー(MarvinM.Deupree)
（31）
によって最も詳細に説明されている。そこで，以下では彼の所説をみてゆく
ことにしよう。
’
(29) AmericanlnstituteofCertifiedPublicAccountants(AICPA),Accounting
ResearchDivision,". c"., p. 41. なおこの方法は，購買力損益の認識も非
貨幣項目の取得原価（および償却費）の修正も共に省略してしまう点で，正確に
いえばAPBが指摘する上の方式とも， また後述のディプリーの方式とも大幅
に異なっているが，圧縮記帳によるそれらの簡便法とみることも可能である。イ
ギリスにおいては，多年にわたる議論の末，暫定的にこれに近似する方法が採用
された。C/: TheAccountingStandardsCommitteeofThe Instituteof
CharteredAccountantsinEnglandandWales,GGCurrentCostAccounting,''
ProposedStatementofAccountingPractice(ED、 24),30Aprill979,paras.
10-18．
(30）購買力損益を社債の残存期間にわたって配分すれば，発生時又は実現時に計上
される多額の購買力損益が拡散され，これによって期間利益が大幅に変動すると
いう欠陥が防止される点は以前から知られていた。ジョーンズは償却法(amor-
tizationmethod)と呼び，その内容を紹介している。RalphCoughenourJones,
Eがbcfsqf･･, Op.c".,p. 40.
(31) MarvinM.Deupree, "AccountingforGainsandLosses inPurchaSing
PowerofMonetaryltems,'' inAmerican lnstituteofCertifiedPublic
Accountants,AccountingResearchDivision,". c〃.，pp、 153-160.
’
1」
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ディプリーによれば，貨幣項目には2つの機能が存在する。第1に，現
金，受取勘定等のように，営業を推進するサーヴィスを提供する機能があ
る。この機能を担う貨幣項目の保有は事業をおこなうかぎり不可避であり，
それゆえ， その購買力損失のような，保有に伴う費用は正当な費用要素とし
てそれが生じた時に認識されなければならない。彼は次のようにいう。
「インフレは，純利益として報告される金額が有意義であるべきだとすれば，適切
な期間の損益計算書に適切に認識されなければならない，企業の費用構造の中の正常
（32）
な一要素になってしまった｡」
貨幣項目の果たす第2の機能は，社債や優先株にみられるように，営業用
の資産に対して資金を提供するという機能，すなわち一般資金(general
funds)提供機能である。この機能を果す貨幣負債がインフレにより増価又
は減価した時には， このことによってただちに利得又は損失が生ずることは
ありえない。「資産や用役の原価はそれを獲得するためになした犠牲に等し
（33）
いと一般に理解されており｣， したがって, GPLAの場合には「負債を弁済
”（34）
するに必要な購買力の犠牲」が原価であると考えねばならない。しかるに，
「負債が残っている期のインフレは負債の購買力同等額を， そして負債を弁
（35）
済するのに要求される犠牲額を引き下げる」から，購買力利得の金額だけ資
産の修正原価が減少する結果になる。
ディプリーにとっては共通ドル単位の「価格」と「原価」は同じでない。
たとえば,半額を株主出資により,残額を掛として1,000ドルの商品を購入
したとしよう。この場合に期末までに一般物価水準が10％上昇したなら，
｢価格」は1,100ドルとなっても「原価」は1,050ドルにしかならない。
「原価のうち負債により代表されている部分は’売手との契約により500ドルに
固定されており，伝統的会計でも共通ドル会計でも同じである。価格のうち仕入時に
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支払った部分(500 ﾉﾚ）は年度末ドルで550ドル（＝110％×500ドル）に相当する。
棚卸資産の共通ドル価格は'''00ドル（''0％×1,000ドル）であるが， それを獲得す
（36）
るための蟻牲額（原価）は年度末ドルで1,050ドルにすぎない｡」
かくして, 50ドルの購買力利得が認識されない代りに，原価は50ドルだけ減
額され， この減額された原価が後に販売収益に対応される。 「価格」と「原
価」の差額だけ，収益に対応される費用は減少して， この時にその購買力利
得がはじめて実現されるのである。
この方式で購買力損益を処理するとなると，個々の資産原価とその資金源
泉をいちいち特定して結び付けなければならない。しかし， このことは実際
には不可能なので，実務上は便法によって処理される。 ディプリーによれ
（37）
ば， その梗概は次のようである。
(1)期首・期末の平均に基づいて各営業用資産の構成比を求め，純貨幣負債
がどのように充用されたかを決定する。
(2)各営業用資産について当期費消分に用いられた資金と未費消分に用いら
れた資金とを表わす比を求める。
(3)純貨幣資産に生じた購買力損益を測定して， それを(1)および(2)の比に応
じて按分する。
次に，この方法がどのようであるかをディプリーの具体例によってみてみ
（38）
よう。ある会社の歴史的ドルによる財務諸表は第3表の通りであるが， 1962
年以前には全く物価変動がなかったのに， 1962年になって一般物価指数が10
％上昇したため年度末の共通ドル単位に修正することが必要とされていると
しよう。この場合，売上等の期中取引に山や谷がなかったとすれば，年度を
通じて存在していた項目には10％の修正が， また期中に生じた項目には年平
均5％の修正がそれぞれ必要とされる。そこで， この修正を施すと，すべて
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比較貸借対照表（歴史的ドル）
1961年 1962年
400ドル
800
1,200
4,000
△ 400
現 金
受取勘定
棚卸資産(Fifo)
固定資産
減価償却引当金
（資産合計）
流動負債
社 債
資 本金
利益剰余金
（持分合計）
500ドル
700
1,000
4,000
△ 200
6,000ドル6,000ドル
1,000
3,500
1,000
500
1,200ドル
3,500
1,000
300
6,000ドル6,000ドル
損益計算書（歴史的ドル）
2,200ドル
1,200
200
400
上売
売上原価
減価償却費
その他の費用
（税引前利益）
所得税引当額
（純利益）
期首利益剰余金
期末利益剰余金
400ドル
200
200ドル
300
500ドル
｜
｜
I
I
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（39）
の金額は第4表のような共通ドル単位の財務諸表に変換されるが，貨幣項目
については契約等により金額が固定されているため，次の購買力損益が生ず
る。
（科目） （あるべき金額） （実際の金額） （差額）
現 金（500×110％-100×105％＝） 445ドル 400ドル 45ドル
受取勘定（700×110％＋100×105％＝） 875 800 75
｜
’
（購買力損失）
流動負債（1,200×110％-200×105％＝)1,110ドル1,000ドル
社 償（3,500×110%=) 3,850 3,500
（購買力利得）
正味購買力利得
△120ドル
110ドル
350
460ドル
340ドル
この正味購買力利得340ドルのうち， 120ドルの損失はそのまま当期純利益
に算入されるが，負債の購買力利得460ドルはまず，負債によって取得され
た資産に結び付けられなければならない。そこでこの460ドルを借入資金の
利用度，つまり各資産の平均有高に応じて配分するとすれば，各資産に帰属
する利得の額は以下のように計算される。
－
(39） ここで個々の項目の修正手続に触れる余裕はないが，棚卸資産の修正手続には
最少限の解説を加える必要があるかもしれない。Fifoによると，前期繰越1,000
ドルと当期仕入1,400ドルのうち，前期繰越1,000ドルと当期仕入200ドルが払出
され，期末には当期仕入分1,200ドルが残っていることになる。そこで，期中の
均等な仕入・払出の仮定にもとづいて按分計算をすると，前期繰越分には100％
の修正が，当期仕入分には50％の修正がそれぞれ必要であるし， また当期中に仕
入れて払出した200ドルには6.5/7，当期中に仕入れて未販売の1,200ドルには3/7
の修正が必要とされることになる。したがって，次のように計算される。
前期繰越 1,000×(1.0＋0.1） ＝1,100ドル
仕 入 1,400×(1.0＋0.1×1/2)＝1,470 2,570ドル
1
売上原価
前期繰越分 1,100ドル
当期仕入分 200×(1.0+0.1×6.5/7)= 219 1,319
次期繰越 1,200×(1.0＋0.1×3/7)＝ 1,251ドル
なお，第4表の金額はこの「修正原価」から，それぞれに割り当てられた購買力
利得（カッコ内の金額）を控除した残りのものである。
4F
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比較貸借対照表（期末共通ドル）
1961年 1962年
現 金
受取勘定
棚卸資産(Fifo)
固定資産
減価償却引当金
（資産合計）
流動負償
社 債
資 本 金
利益剰余金
（持分合計）
550ドル
770
1,100
4,400
△ 220
400ドル
800
1,213 （△38）
4,089 (A311)
△ 409 （ 31）
6,093ドル(△318）6,600ドル
1,320ドル
3,850
1,100
330
1,000ドル
3,500
1,100
493 （△318）
6,093ドル(△318）6,600ドル
－
損益計算書 (期末共通ドル）
売 上
売上原価
減価償却費
その他の費用
購買力損失
（税引前利益）
所得税引当額
（純利益）
期首利益剰余金
期末利益剰余金
2,310ドル
1,274 （△45）
212 （△ 8）
420
31 （ 371）
373ドル（ 318）
210
163 （ 318）
330
493ドル（ 318）
購買力損益の実現をめぐって
（利用度の基準(平均有高)）
(1,320+1,200)/2=1,260ドル
(1,100＋1,251)/2＝1,175
(4,180＋3,960)/2＝4,070
(岡部）
(構成比）
19.4％
18.0
62.6
(353)79
（資産の分類）
貨幣資産
棚卸資産
固定資産
（合 計）
（利得の配分）
89ドル
83
288
6,505ドル 100%
－－
460ドル
ここで貨幣資産に割り当てられた89ドルの購買力利得は，非貨幣資産原価
とは無関係であり， したがって先に分離されたその購買力損失120ドルと相
殺され， ただちに損益計算書に計上される。第4表の損益計算書に「購買力
損失」として示されている31ドルがそれである。これに対し，棚卸資産と固
定資産に配分された購買力利得はそれぞれの原価控除額を表わすものである
から， それらが関連項目の金額から控除されるためには，当期費消分に係る
ものと次期繰越分に係るものとに更に按分されなければならない。ここでも
利用した資金の量を基準にして計算するとすれば次のようになる。
’
’
(基準） （構成比)(利得の配分）
(a)棚卸資産
(1)販売した棚卸資産のために必要とされた資金
(2)期末手持棚卸資産のために必要とされた資金
（合 計）
〃
３
－
陥
乳
帆
一
蛆
643ドル
532
45ドル
38
83ドル1，175ドル
一
(b)固定資産
(3)費用化した固定資産のために必要とされた資金 110ドル
(4)期末残存固定資産のために必要とされた資金 3,960
（合 計） 4,070ドル
2．7％ 8ドル
97.3 280
100形
一一一一
288ドル
ニーーニーーロ.一一-.-.-.-
’
このようにして細分された購買力利得はいずれも原価の訂正を表わすもの
である。 (1)および(3)の金額はGPLAの売上原価と減価償却費を修正すべきも
のであるし， (2)および(4)は貸借対照表上の棚卸資産と固定資産を修正すべき
ものであるから， それぞれの金額から控除される。この結果，第4表のカッ
コ内に示されているように，購買力損益が発生基準によって認識された時よ
り各項目の金額はヨリ多く叉はヨリ少なく報告される。340ドルの購買力利
得の代りに31ドルの購買力損失が計上され， これと同時に費用で53ドル（売
」
80(354) 第24巻 第4号
上原価修正45ドル＋減価償却費修正8ドル)，資産で318ドル(棚卸資産修正38ドル＋
固定資産正味修正280ドル)の原価節約が控除されている。そこで， 340ドルの発
生購買力利得のうち，当期純利益に算入されているのは，結局のところ貨幣
資産に生じた購買力損失の31ドルと使用叉は販売によって実現された53ドル
の利得との和22ドルにすぎない。残り318ドルは，棚卸資産および固定資産
の原価修正として，当該負債が償還されるかどうかにかかわりなく将来期間
に繰り延べられる。それは未実現利得であって，資産の使用叉は販売によっ
て将来に実現されるまで純利益に含められてはならないものなのである。か
くして， ディプリーの場合には，一部の購買力損益は発生基準によって認識
されたのに，他の一部はその特異な実現概念にもとづいて期間配分されるこ
とになる。
〆
Ｐ
結 び
以上の検討によって，購買力損益の処理に関しては，少なくとも次のよう
な考え方があることが判明した。
(i) いかなるものであれ，発生した期の純利益計算に算入すべきだとい
う見解（多数説)。
(ii)発生時に認識すべきであるが，実現部分と未実現部分とを区別して表
示すべきであるとする見解(スィーニィ説)。
(iii)実現部分のみを純利益計算に算入すべきであるが，流動項目に生じた
ものについては発生した時に実現したとみなしてよいという見解（ペィ
トン説)。
(iv)流動的項目に生じたものは発生時に認識してよいが，非流動的項目に
生じたものは資本修正とし，純利益計算から排除すべきであるとする見
解(ジョーンズ説)。
(v)棚卸資産及び固定資産の取得に充当された資金に係る損益は原価修正
として処理し，資産の利用叉は処分により実現されるに応じて純利益に
含めるべきだとする見解(ディプリー説)。
デ
購買力損益の実現をめく・って（岡部） （355)81
これらの意見の対立がなぜ生じてきたかは必ずしも明らかではない。しか
し，問題の核芯が次のような点にあって， そこが見解の分れ目になっている
ことは以上の検討だけからしても明白であるように思える。
(1)購買力損益の認識に関しては，一方にそれを生み出す貨幣的負債とその
資金で取得された非貨幣資産とを結びつける見解(ディプリー）があると同
時に，他方にはそれらを切り離して，相互に独立のものとみる見解が存在
する。手短かにいえば， 一取引説(one transactiontheory) と二取
引説(twotransactiontheory)の対立がある。 この意見の対立の根源
は，資金の調達から返済に至る過程と資金の投下から回収に至る過程を連
続した1つの過程とみるか別個の2つの過程とみるかという，企業の過程
の理解の仕方に関するように思える。それゆえ，問題は購買力損益の認識
だけにでなく，他の種々の会計手続きにも関連しているから，広く会計一
般の問題として接近して行かなければならないと思われる。
(2)購買力損益の認識にあたって，流動的貨幣項目と非流動的貨幣項目との
区別を重要視する場合(ペイトン， ジョーンズ)とそうでない場合(スイーニィ）
とがある。前者によれば，いずれから生じたかによって購買力損益の取扱
いに差異が生ずるのに対して，後者によればいずれから生じたものも同様
に処理される。また前者の場合，いずれであるかで「実現」の内容も異な
ってくることが多い。この対立は，購買力損益を測定する上で，それらが
別個の取扱いに値するほど性質が異なるかどうかによるが，結果が大幅に
異なってくる以上， この問題を避けて通ることはできないであろう。特
に，実現のタイミングを考える場合にそうである。
(3)流動的貨幣項目に生じた購買力損益の処理に関しては，事実上さして大
きな意見の相違はない。それを実現損益と呼びうるかどうかについては見
解が分れているが，ほとんどの論者はそれを発生時に純利益に算入する処
理法を推賞叉は是認している。ところが，非流動的貨幣項目，特に長期社
債と優先株の場合は全く異なる。これらの購買力損益に関しては発生時認
識説から資本修正説に至るまで種々の見解が対立しており， それらの中間
’
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の実現時認識説にしても， 「実現」の解釈が様々であるからその内容は一
様ではない｡したがって，購買力損益をめぐる実質的問題は理論上も実務
上もこれら非流動的項目に生じたものに輻稜してくることになる。
(4)購買力損益の認識に実現基準が適用される場合，単に区分のためにそれ
がおこなわれるケース（スィーニィ）と未実現利益の排除のためにおこなわ
れるケース（ペイトン）との別がある。前者によれば実現基準によって期間
利益は影響されないが，後者によれば期間利益に重要な差異が生じてく
る｡この場合，期間利益を画するのは実現基準にほかならないからである。
(5) 購買力損益の認識に実現基準が適用される場合， 「貨幣の流れの仮定」
が決定的に重要になってくる。いかなる仮定を採用するかが実現購買力損
益の金額を異ならしめるにとどまらず，論者の「実現観」を対立させる場
合が少なくない。たとえば， 「現金残高はある最低水準を下回ることはな
いからかかる最低水準に生じた購買力利得叉は損失は企業の存続期間中に
（40）
は実現されない」という主張がみられるが，それは借換でしかない時には
負債の購買力利得は実現されないという先の主張と同じく，後入先出法的
な貨幣の流れの仮定に立つものであり，先入先出法的な仮定を支持する人
びとの実現観と衝突することになる。それゆえ，購買力損益の実現を考え
るにあたっては，いかなる貨幣の流れの仮定が最も合理的であるかをヨリ
（41）
深く検討する必要があるであろう。
(6) 一般にGPLAでは，期末貸借対照表の貨幣項目の金額は期末の購買力単
（42）
位数に「自動的に調整される」といわれ， それらの取得日における歴史的
購買力単位数では示されない。このことは，棚卸資産会計の用語を用いれ
ば資産・負債が「原価」から「時価」へと自動的に評価替されることを意
’
I
(40) RalphCoughenourJones, Of. c".,p. 20.
(41） この点に関しては次のものをみよ。JohnW・ COughlan, OPq C".,pp、 106-
109．
(42) AmericanlnstituteofCertifiedPublicAccountants,AccountingResearch
Division,". c",p、 1466
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味するから，未実硯購買力損益の帳簿上の処理に関して困難な問題が生じ
てくる。未実硯損益が純利益から排除される場合において特にそうであ
る。というのは，一方において「時価」基準を，他方において実現基準を
適用するとすれば，人為的な調整をしないかぎり貸借が一致しなくなるか
(43) 
らである。かくして，購買力損益の認識に実硯基準を適用する場合には剰
余金の会計もまた重要になってくるのである。
(43) John W. Coughlan, Ibid., pp. 109-110. 
